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「歯科医師資質向上検討会 報告書」  

平成15年12月12日   



Ⅰ．はじめに   

我が国の歯科保健・医療に関する提供体制は、国民の健康を確保する  

ための重要な基盤の一部であり、国民として必要な歯科保健・医療を適  

切に受けることができるようその整備が進められている。 一方、近年の  

少子高齢化の進展、医療技術の進歩、国民の意識の変化等を背景として、  

より質の高い歯科保健・医療を国民に提供することが求められている。  

その一環として、歯科医師の資質向上を図ることが喫緊の課題となって  

きている。   

さらに、「医療提供体制の改革のビジョン（平成15年）」、「歯科医師国  

家試験制度改善委員会報告書（平成12年）」及び「歯科医師の需給に関  

する検討会報告書（平成10年）」、それぞれにおける歯科医師の資質向上  

に関する提言を踏まえ、本年度、歯科医師の資質向上を図ることを目的  
とした歯科医師資質向上検討会（以下「本検討会」という。）を設置し、  

この度、その結果をとりまとめたので公表する。  

Ⅱ．基本的な考え方   

歯科医師の資質向上を図るための方法については、大学の入学時、卒  

業前（在学中）、卒業後の各ステージでさまざまな方策が考えられる。そ  

の一つとして平成18年4月から開始される歯科医師臨床研修の必修化が  
挙げられる。しかし、現時点において卒業直後の歯科医師の知識及び技  

能については、大学間あるいは個人間の格差が認められることから、歯  

科医師臨床研修の必修化後、各歯科医師臨床研修施設において統一され  

たプログラムの下で歯科医師臨床研修を円滑に実施することが危惧され  

ていると土ろである。このため、歯科医師臨床研修に臨む歯科医師の知  
識及び技能についての格差を是正するとともに、今後の歯科医師臨床研  

修の円滑な実施を図り、もって国民にさらに質の高い歯科保健・医療を  

提供する環境を整備することが必要となっている。   

このような状況に鑑み、本検討会では、歯科医師国家試験によって歯  

科医師の資質向上を図る観点から、特に歯科医師国家試験における「よ  

り適切な合否基準」を焦点として検討を行ったものである。   

なお、本検討会において「より適切な合否基準」を検討するに当たっ  

ては、より資質の高い歯科医師を安定して確保する必要性についても考  

慮して、歯科医師国家試験での合格率の安定化にかかる部分についても  
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検討を加えている。  

Ⅲ．働）「より適切な合否基準」  

歯科医師国家試験は、歯科医師として具有すべき知識及び技能につい  

て評価するものであり、これまでの歯科医師国家試験では、①必修問題、  

②一般問題、③臨床実地問題、④禁忌肢問題、のそれぞれに合否基準を  
設けて、合否の判定を行ってきたところである。   

今後、より資質の高い歯科医師を安定して確保するため、歯科医師国  
家試験の合否の判定においては、以下に示す「より適切な合否基準」を  
採用すべきである。  

1． 必修問題  

必修問題は、平成14年（第95回）歯科医師国家試験から導入さ  

れたものである。この必修問題については、歯科医師として具有す  
べき基本的な最低限度の知識及び技能に到達しているか否かを評価  

することを目的としていることから、これまでどおり継続して、絶  
対基準（一定のレベルに到達しているか否かを判定）を合否基準と   

して採用するのが適切である。   

なお、現行の必修問題は出題数が30題であり、ごく少数の問題の  

難度によって合格率が極端に影響を受けることが懸念されるため、   

これを防止するための措置を講ずる必要がある。   

また、歯科医師の資質向上及び歯科医師国家試験における合格率  

の安定化を確保する観点から、将来的には必修問題の出題数の増加   
についても考慮されるべきである。  

2．一般問題及び臨床実地問題  

より資質の高い歯科医師を確保するためには、「歯科医師国家試  

験出題基準（ガイドライン）」に基づき、できるだけ広い範囲からさ   

まざまなレベルの一一般問題及び臨床実地問題を出題することにより、  

歯科医師として具有すべき知識及び技能を適切に評価することが求  
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められている。   

現行の歯科医師国家試験では、毎年新たに作成した試験問題を出  

題しており、一般問題及び臨床実地問是引こおける合否基準として絶  

対基準を採用している。この結果、ごく少数の問題の難易度によっ  
て合格率が影響を受けることとなり、近年の歯科医師国家試験合格  

率は60％台から90％台と大きく変動している。   

この状況では、受験者が歯科医師国家試験を受験する年によって  

試験の受かり易さが異なることとなり、経年的な公平性が十分に担  

保されているとは言い難い状況となづている。 このため、一般問題  

及び臨床実地問題については、それぞれ相対基準（得点分布による  

判定）を採用することによって、経年的な公平性を担保することが  

現実的と考えられる。   

ただし、この相対基準を導入するに当たっては、主に歯科医師の  
資質向上を図るため、受験者の得点分布が低い 方向に長い裾を呈し  

ていること、新卒者と既卒者の得点分布が大きく異なること・につい  

ても考慮すべきである。   

さらに、将来的にプール制（試験問題を出題する前にあらかじめ  

蓄えておくこと）に移行するため、常時数万題のプール問題を蓄積  

する体制を整備し、プール制を導入することによって、試験問題の  
難易度を一定に保ち、試験問題の質をより向上させることが望まれ  

る。  

3．禁忌肢問題  

禁忌肢問題は、患者に対して全身的あるいは局所的に重大な障害   

を与える危険性のある受験者を識別するために平成14年（第95回）  

歯科医師国家試験から導入されたものである。   

この禁忌肢問題については、これまでどおり合否基準として採用   

すべきである。  

4．各領域における「基準点」の導入  

歯科医師国家試験は、各領域から構成される「歯科医師国家試験   

出題基準（ガイドライン）」に準拠して出題されているが、この領域   
間における知識及び技能の到達度のバランスについては、歯科医師   
国家試験の合否基準として合否の判定に採用されていない。  
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しかし、歯科医師の資質向上を図るためには、これらの到達度の  
バランスについても考慮することが必要である。このため、「歯科医  

師国家試験出題基準（ガイドライン）」の各領域に到達すべき「基準  

点」を設け、その全ての「基準点」に達していることを合否基準と  
して新たに合否の判定に加えるべきである。   

なお、この各領域における「基準点」を導入するに当たっては、  
出題数が少ない領域では、ごく少数の問題の難度によって合格率が  

影響を受けることが懸念されるため、これを防止するための措置を  

講ずる必要がある。  

Ⅳ，おわりに   

本検討会では歯科医師の資質向上を図るための方策として、歯科医師  
国家試験の「より適切な合否基準」についての検討を中心に行い、さら  

に、資質の高い歯科医師を確保する観点から、歯科医師国家試験合格率  
の安定化についても検討を加えた。   

本検討会での報告を踏まえ、直近の歯科医師国家試験、すなわち平成  
16年（第97回）歯科医師国家試験から「より適切な合否基準」を導入  

し、国民の期待に応じ得る資質の高い歯科医師を確保できる環境を早急  
に整備すべきである。   

さらに、この環境が整備されれば、平成18年4月から開始される歯科  
医師臨床研修がより円滑に実施され、さらなる歯科医師の資質向上が図  
られることから、より質の高い歯科保健・医療を国民に提供することが  
期待される。   

一方、歯科医師の資質向上を図るための方法は、大学の入学時、卒業  
前（在学中）、卒業後の各ステージでさまざまな方策が考えられる。本検  
討会では歯科医師国家試験の「より適切な合否基準」を中心に検討した  

が、今後も引き続き、多方面からのアプローチによって歯科医師の資質  
向上を図る必要があることから、関係各位の一層の努力と協力を期待す  
る。  
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亨富主  

「歯科医師国家試験の技術能力評価等に関する検討会報告書」  

平成16年1月30日   



Ⅰ．はじめに   

我が国の保健・医療・福祉を取りまく環境は、人口の高齢化や疾病構  
造の変化等に伴い大きく変貌しつつある。また、医療技術や生命科学が  

日進月歩する中で、患者のニーズの多様化や患者権利の認識が進み、よ  

り質の高い歯科保健・医療を国民に提供するために歯科医師として求め  

られる基本的な知識及び技能は増加してきている。   

従来、歯科医師として具有すべき知識及び技能を試すための試験であ  
る歯科医師国家試験は、昭和22年（第1回）歯科医師国家試験から昭和  

57年秋（第72回）歯科医師国家試験まで、筆答試験及び実地試験が実  

施されてきた。しかしながら、昭和58年春（第73回）歯科医師国家試  

験から実地試験はすべて中断されている。   

歯科医師の資質向上のための新たな方策の一つとして、平成18年4月  

から歯科医師臨床研修の必修化が決定しているb しかし、現行の歯科医  

師国家試験は筆答試験のみであるため、卒業直後の歯科医師の技術能力  

に格差が生じ、各歯科医師臨床研修施設において統山されたプログラム  

の下で歯科医師臨床研修を円滑に実施することが危倶されているところ  

である。このため、歯科医師臨床研修に臨む歯科医師の技術能力の格差  

を是正するとともに、今後の歯科医師臨床研修の円滑な実施を図り、も  

ってより質の高い歯科保健・医療を国民に提供する環境を整備すること  

が喫緊の課題となっている。   

そこで、「歯科医師の需給に関する検討会報告書（平成10年）」、「歯科  

医師国家試験制度改善委員会報告書（平成12年）」を踏まえ、平成14年  
に歯科医師国家試験の技術能力評価等に関する検討会（以下「本検討会」  

という。）を設置し、この度、その結果をとりまとめたので公表する。  

Ⅱ．基本的な考え方   

歯科医師国家試験では、昭和58年春（第73回）歯科医師国家試験か  

ら実地試験が中断されて、多肢選択式による筆答試験のみが実施されて  

きている。この実地試験が中断されることに先がけ、昭和57年春（第  

71回）歯科医師国家試験から実地試験の代替として臨床実地問題（エッ  

クス線写真と図表等の視覚素材を含めた医療情報等とを基に、診断や治  

療方法等の臨床的な問題解決能力を問うことを主眼とした問題）が導入  

され、歯科医師として具有すべき技能についても評価されてきている。  
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しかし、現行の筆答試験のみでは十分に技術能力を評価することができ  

ないことが指摘されていることから、本検討会では、現行の歯科医師国  

家試験を補完するものとして、技術能力を評価するための試験（以下、「技  

術能力評価試験」という。）のあり方についての検討を行った。．   

また、実地試験を中断するに至った理由として、実地試験等に生体の  
一部である抜去歯を使用することが難しくなったこと、歯科医療技術の  

急速な進歩に対して適切な実地試験の実施が困難となってきたこと及び  

実地試験の内容の一部が歯科技工士の試験内容と近似することから実嘩  

試験自体の妥当性が疑問視されてきたこと等が挙げられる。   

本検討会では、以上のことを勘案するとともに、歯科関係医療技術者  
の業務範囲等をも考慮して、歯科医師の技術能力評価試験のあり方につ  
いての検討を行った。  

Ⅲ．技術能力評価試験を導入するに当たっての考え方   

本検討会では、現行の歯科医師国家試験に技術能力評価試験を導入す  

るために以下の事項についての検討を行った。これらの事項について考  

慮したうえで、技術能力評価試験を導入できる環境を整備していくべき  

である。   

1．技術能力評価試験の具備すべき条件  

技術能力評価試験としては、別紙1のとおり妥当性、信頼性、  

公平性、効率性、新規性及び経済性の6つの条件を具備すべきで  
ある。  

2．試験会場  

技術能力評価試験には、専門的な設備や器具・材料が必要とな  

ること、また、設備の種類等によって受験者に不公平感を惹起す  
る可能性があることから、試験会場は受験者が卒業した大学とす  

ることが望ましい。  

ただし、諸般の事情によって卒業した大学での受験が困難と考  

えられる場合には、他大学等での受験についても考慮する必要が  

ある。  
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3．試験時期  

技術能力評価試験は、筆答試験と比較して試験準備や試験後の   

処理に時間がかかることから筆答試験よりも前に実施すべきであ  

る。  

また、全試験会場で同じ日時に実施することが望まれるが、試   

験会場や必要人員の確保等の問題から同じ日時に実施することの   

困難性が危倶されている。全試験会場で同じ日時に実施することが   
不可能な場合には、試験の公平性に対して配慮すべきである。  

さらに、歯科医師臨床研修が円滑に実施できる体制を整備する   
ためにも、将来的には歯科医師国家試験の実施時期を早期化し、3   

月中に合格発表を行えるような環境を整備すべきである。  

4．試験日数  

現行の筆答試験に加え、技術能力評価試験1日を追加すづきで  

ある。  

5．試験内容  

技術能力評価試験は、単に手先の器用さを評価するものではな  
く、受験者の診断能力や判断能力についても評価できる内容とな  

るように配慮すべきである。  

また、試験の公平性を担保するため、技術能力評価試験の出題   
範囲をあらかじめ公表して、その中から試験問題を出題すること   
が望ましい。このため、別紙2のとおり出題範囲を定めることと  
した。  

ただし、この出題範囲は「歯科医師国家試験出題基準（ガイド  
ライン）」改定の際、定期的に見直して、時代に即応したものとし  
ていくべきである。  

さらに、技術能力評価試験を導入する場合、技術能力評価試験   
は現行の筆答試験を補完するものであることから、臨床実地問題  
数の減少についても考慮すべきである。  

6．評 価  
技術能力評価試験の評価は、一定レベル以上の経験を有してい  

る複数の評価者が行うべきである。ただし、公平性の観点から、   
評価者自身が所属する大学の受験者を評価できないようにすべき  

である。  
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・7．合否基準  

技術能力評価試験が導入されれば、歯科医師国家試験は筆答試  

験と技術能力評価試験とから構成されることとなる。この場合、  

それぞれに合否基準を設定し、両方の合否基準を満たした者を歯  

科医師国家試験の合格者とすべきである。  

また、現行の筆答試験と同様に、技術能力評価試験の合否基準  

については公表すべきである。  

Ⅳ．終わりに   

歯科医師の資質向上の観点から、歯科医師として必要とされる技術能  

力についての評価を行うことは重要であるため、本検討会では歯科医師  

国家試験における技術能力評価試験についての検討を行ってきたところ  

である。   

平成18年4月から開始される歯科医師臨床研修に向かう歯科医師の技  

術能力格差を是正して、歯科医師臨床研修の円滑な実施を図るため、本  
検討会での報告を踏まえ、技術能力評価試験を導入できる環境を整備し  

ていくことが望まれる。   

一方、国家試験としての客観性を担保することは極吟て重要であるこ  

とから、現行の厚生労働科学研究で実施している評価の客観性に関する  

研究は今後も継続して実施していくべきであり、これらの成果を踏まえ  
たうえで技術能力評価試験を導入すべきである。   

また、この研究の中で並行して行っている技術能力を評価するための  

新しいシミュレーション技術の開発についても継続して研究し、将来的  

には技術能力評価試験への導入についても検討していく必要があるであ  

ろう。   
さらに、技術能力評価試験を導入した場合、筆答試験とは異なる予期  

せぬ問題が生じる可能性があることから、予め試行的に技術能力評価試  

験を実施して、その問題点及び対処法を把握しておくことも必要である。   

この技術能力評価試験を歯科医師国家試験へ導入することによって、  

歯科医師の資質がさらに向上して、より質の高い歯科保健・医療を国民  

に提供することが期待される。  

ー5－   



（別紙1）  

技術能力評価試験の具備すべき条件  

‘L妥蟄堕  

歯科医師として具有すべき固有の知識及び技能として妥当であ  

ること。かつ、試験内容と評価基準として妥当であること。ただ  

し、筆答試験の臨床実地問題では評価できない内容に限ること。  

星⊥信頼性  

評価者間で評価基準の適用が異ならず、再現性が高いものであ  

ること。  

3．公平性   

試験時期、試験会場及び試験内容等が異なっても、臨床上の  

必要性の観点から不公平を生じないものであること。  

4．効率性  
多くの受験者を迅速に評価できるものであること。  

巨⊥新規性  

試験内容と評価基準は従来型にとらわれず、時代に即応したも  

のであること。また、複数の領域にまたがるような試験内容等に  
も配慮すること。  

良二経済性  

費用に比して得られる効果が大きいものであること。  

－6－   



（別紙2）  

技術能力評価試験の出題範囲  

1．歯科技能（総合）  
基本的な診察法  

診療録の作成  

印象採得  

歯の切削  

心肺蘇生法  

桓Ⅰ  歯科技能（領域別）  1）倒患   
・乳歯の齢蝕に対する処置   

・保隙装置の製作   

㌢ト歯「歯髄・歯周組織の疾患   

・歯冠修復処置   

・根管処置   

・歯周処置（スケーリンクヾ・ルーげレニンクヾ、歯周ポケット掻爬）   

・永久歯の深在性離蝕に対する処置   

ヨ）校合・岨晴障害   

・歯冠歯質欠損に対する支台歯形成と校合回復   

・部分床義歯の設計   

・全部床義歯による校合回復   

・曖合の異常（不正校合）に対する治療方針の決定   

・床矯正装置の製作  

細口腔領域の疾患   

・抜歯（縫合操作を含む。）   

・口内法エックス線撮影   

・パノラマエックス線撮影  

旦⊥ 

・歯科保健計画の作成   

・学校歯科健康診断票の作成  

・j、   



医亘互  

歯科医師臨床研修制度の現状について  

＜歯科医師臨床研修制度（平成18年度より必修）＞  

研修▼目標  

患者中心の全人的医療を理解し、歯科医師としての人格を滴養すること  

総合的な歯科診療能力を身につけ、臨床研修を生涯研修の第一歩とすること  

研修期間  

1年以上（原則1年間）  

対  象  
診療に従事しようとする歯科医師  

平成18年4月1日以降に歯科医師免許申請を行い、免許を取得した者  

果姫壁間  

大学病院（歯科医業を行う病院のみ）  

臨床研修施設（指定を受けた病院、診療所）  

研修協力施設（研修プログラムに登録された病院、  

祉施設、介護老人保健施設、へき地   

臨床研修施設の種別  

診療所、保健所、社会福  

・離島診療所等）  

単独型臨床研修施設  

管理型臨床研修施設  

協力型臨床研修施設  
管理型＋協力型   

実施方法  

（常勤歯科医師3名以上の病院  

（常勤歯科医師2名以上の病院  

（常勤歯科医師2名以上の病院  

臨床研修施設君羊  

診療所）  

診療所）  

診療所）  

研修プログラムに基づいて実施（研修プログラムも審査を行う。）   

研修歯科医の処遇  

労働基準法を遵守   

修了の認定  

単独型・管理型臨床研修施設山官埋者が認一定  

修了後の手続  

歯科医籍に臨床研修修了歯科医師として登録   

臨床研修を修了していない歯科医師  
病院等の開設者・管理者になれない  

一卜   



臨床研修施設（群）と研修プログラム  

C診療所   



歯科医師臨床研修施設の数  

平成柑年10月31日現荏  

臨帝蘇峰唾設㊥   設置享愕   鐘別   棍轟数 

大学病院（歯）   19  

大学病院（医）   21  

私立  その他病院   49  

無床診療所   7  

有床診療所   3  

単独型または管理型  

臨床研修施設  大学病院（歯）   

公立  大学病院（医）   7  

その他病院   51  

大学病院（歯）   

国立  大学病院（医）   31  

その他病院   8   

大学病院（歯）   

大学病院（医）   5  

私立  その他病院   80  

無床診療所   1，329  

協力型臨床研修施設  有床診療所   9  

大学病院（医）   
公立  

その他病院   13  

大学病院（医）   

国立  

その他病院   

注1）大学病院（歯）とは、歯学を履修する課程を置く大学に付属する病院  
のことである。  

注2）協力型臨床研修施設の区分には、単独型または協力型臨床研修施  
設として指定された施設を含まなしヽ。  
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